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研究成果の概要（和文）：ソーシャル・ツーリズムの支援モデル４類型に関して実践的な調査研究を進めた。
「インクルージョンモデル」（あらゆる参加を促す観光）に関し、ニューヨーク大学の研究者の協力を得て家族
層を対象とするアンケート調査を実施し、需要面からみた課題を明らかにした。「参加モデル」（弱者の参加を
促す観光）についてはハワイパシフィック大学の研究協力者の支援を得て教育観光プログラムを実施した。「適
応モデル」（弱者のために設計された観光）については福祉施設の利用者を対象とした旅行支援策について専門
家と検討を進めた。「刺激モデル」（弱者の観光促進により経済を刺激）については講演や地域活動等を通じて
経済団体等の注目を集めた。

研究成果の概要（英文）：The research was conducted in accordance with the models based on Minnaert, 
Maitland & Miller(2011). First, a survey to investigate the problems on the demand of family tourism
 in Japan to promote the 'Inclusion Model' was developed and conducted with informative suggestions 
from Dr. Lynn Minnaert (New York Univ., USA). The research collected over 3,000 responses and 
strongly suggests that the demand for family tourism in Japan is high but still yet to be met. 
Secondly, a new educational program was developed for the‘Participation Model’assisted by Dr. 
Vince M Okada (Hawaii Pacific Univ., USA). Thirdly, the residents in a child welfare facility were 
selected as the beneficiaries of a pilot program with regard to‘Adaptation Model’with advice from 
the legal advisers. Although it was cancelled due to the Covid-19 pandemic, the concept of the 
program was accepted positively. Lastly, a public speech on the‘Stimulation Model’successfully 
gained the focus of attention from businesses.

研究分野：観光学・公共政策・観光/ホスピタリティ教育

キーワード： ソーシャル・ツーリズム　ファミリーツーリズム（家族旅行）　観光政策　教育観光　観光教育　ホス
ピタリティ　観光と権利　子育て支援
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、歴史的に大衆層を受益者として展開したため意義が希薄化した日本型ソーシャル・ツーリズムについ
て、本来的な経済的・社会的弱者のための旅行支援策として学術的視点から再構築を試みつつ、研究の社会的影
響を重視し、需要と供給の両面から検討し、先行研究が示す4類型に区分して実践的活動を展開した点に特色が
ある。また、調査研究活動の集大成となった最終年度の招待講演はメディアでも取り上げられ、社会的関心の向
上に一定の成果を挙げた。家族旅行に関する調査結果の分析を今後さらに進めることで、インバウンドへの依存
度を高めてきた観光におけるCovid-19後の新たな需要創出も含めたパラダイム・シフトが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
観光学の学問領域のみならず観光の実践においてもたびたび使用される「ソーシャル・ツーリ
ズム」の語は、「国や地方自治体が、低所得、身体障害その他の理由によって観光を享受できな
い人びとを対象に、休暇手当の支給、各種割引措置、廉価な宿泊施設の整備、特別な情報提供な
どを行うことを指す」（岡本(2001)：210）概念として一般的に理解されている。この「ソーシャ
ル・ツーリズム」に関しては、「持続可能な開発目標」（SDGs）の世界的な重要性や観光の権利的
側面に対する注目の高まりに伴い、その調査研究及び実践についても EU 諸国、ラテンアメリカ、
アフリカ等で顕著な成果がみられており、学際的・総合的な観光学の視点に立ったアプローチに
基づく研究対象としての重要性が高まっている。その一方で、現在世界的に「ソーシャル・ツー
リズム」といわれているものについて、「対象とする人はどのような人か、少なくともどのよう
な人に重点を置くのか、そしてどのような方策をとるのかなどについては、見解は必ずしも一つ
のものではない」（大橋（2015）:127）とも指摘されている。 
日本でも 1957 年、観光事業審議会から内閣総理大臣に対し「健全な国民旅行（ソーシャル・
ツーリズム）の普及発達についても所要の施設を整備する必要がある」との建議が行われ、ソー
シャル・ツーリズムの支援対象に「国民」を想定した上で、厚生省を中心とした国民宿舎、国民
休暇村等の公的供給が促された歴史的経緯があり、国民ないし勤労者層全般を対象とした公的
直接供給型支援方策により推進されたことが「日本型」のソーシャル・ツーリズムの特徴として
指摘できる（岡（2014））。しかしこのことは同時に、一般の労働者階級等、国民全般による観光・
旅行を推奨するものとして位置づけられることとなった日本型のソーシャル・ツーリズムにお
いては、経済的弱者、社会的弱者のための観光促進という本来的意義が十分に発揮されなかった
ことを示唆するものであり、海外の先進事例を踏まえた「ソーシャル・ツーリズム」の再構築が
喫緊の課題といえる。 
  
２．研究の目的 
本研究に先立ち、史料調査、事例調査、専門家招聘等を通じてソーシャル・ツーリズムに関す
る研究を行ってきたところである（岡・足立（2015））。本研究ではこの先行研究を基礎としてさ
らに実践的な深化を目指し、Minnaert, Maitland & Miller（2011）が提示したソーシャル・ツ
ーリズムの４類型（a：参加モデル、b：インクルージョンモデル、c：適応モデル、d：刺激モデ
ル）に照らし、それぞれの類型に関し、現実に存する需要と供給についての示唆を得るための調
査研究を進めるとともに、参加者の属性に応じて需要・供給のマッチングを図るソーシャル・ツ
ーリズムのモデリングを試みることを目的として、以下のような方法により調査研究を推進し
た。 
 
３．研究の方法 
 上記の背景及び研究目的を踏まえ、主に以下の手法を通じて本研究を推進した。 
(1) ソーシャル・ツーリズムの先進的取組みに関するケーススタディの総合的深化 
ベルギー政府フランダース観光局の協力を得て 2016 年 8 月、ベルギーの Ghent（ゲント・ヘ
ント）市内において以下の調査活動を実施した。①フランダース観光局に所属する職員２名に対
するインタビュー調査 ②ソーシャル・ツーリズムの先進的取組みを行っている Ghent 市内の宿
泊施設の経営者・担当者等に対するインタビュー調査 ③Ghent 市職員との意見交換会の開催。 
また、これらの調査活動とあわせてイギリスのグリニッジ大学（University of Greenwich）
で主催された「国際観光研究学会」の世界大会（International Tourism Studies Association 
6th Biennial Conference；2016 年 8 月開催）において、本研究のフレームと進捗状況について
発表し、主に EU 諸国の大学に所属する観光学を専門とする有識者から、本研究のさらなる発展
に向けて有用となる示唆を得た。 
 
(2) 海外の研究協力者の知見及びプレ調査を織り込んだソーシャル・ツーリズムの需要面に関
するアンケート調査 
本研究における研究協力者の一人である、ソーシャル・ツーリズムの世界的権威であるニュー
ヨーク大学の Dr. Lynn Minnaert 氏（Clinical Assistant Professor、Preston Robert Tisch 
Center for Hospitality and Tourism NYU School of Professional Studies）から、米国にお
いて実施されたファミリーツーリズムの需要面に関するアンケート調査の概要、分析結果及び
留意点等について情報提供を受けた。あわせて当該協力者から全米家族旅行協会（Family Travel 
Association、USA）の創立者である Rainer Jenss 氏を紹介され、調査分析を含めた日米連携に
よる活動の可能性について検討した。また、調査項目の検討に資するため、小学生以下の子ども
2人を連れてスイスから北陸方面を旅行目的で訪れたスイス人家族１組に対し、旅行行程の一部
に同行しながらインタビュー調査を実施した。さらに、改正個人情報保護法の趣旨を踏まえた上
で調査時期や調査項目等に関する見直しを行った上で、ソーシャル・ツーリズムの需要面の現状
と課題を明らかにするためのアンケート調査を実施した。 
 
(3) モデリングに向けた地域団体との意見交換等をはじめとする地域活動の推進によるソーシ
ャル・ツーリズムの供給面への働きかけ 
ソーシャル・ツーリズムの具体的なターゲット層として、旅行・観光の機会を十分に享受でき



ていないと想定されるファミリー層及び若年層の旅行観光需要を満たすための支援方策のあり
方を検討する視点を加味し、地域団体（金沢中心商店街武蔵活性化協議会）及び地元企業（株式
会社アドマック）との連携による、ファミリー層を主たるターゲットとしたイベント活動の企画
及び実施、ソーシャルツーリズム・ファミリーツーリズムの意義を「子どもの権利」の視点から
検証するための海外先行研究の資料解析、日本子ども虐待防止学会全国大会の参加を通じた情
報収集と地域の福祉系団体等との意見交換、シンポジウムにおける講演を含めた地域経済団体
に対する働きかけ等を通じて、モデリングの具体化に向けて検討を進めた。 
 
４．研究成果 
 Minnaert, Maitland & Miller（2011）が提示したソーシャル・ツーリズムの４類型である、
a：参加モデル、b：インクルージョンモデル、c：適応モデル、d：刺激モデルのそれぞれに照ら
し、上記の研究方法によりそれぞれの類型ごとに得られた研究成果を総括すると以下のとおり
である。 
第一に、その性格上、規模が最も大きいことが想定される「インクルージョンモデル」は、経
済的弱者・社会的弱者も含めたすべての人に観光参加を促進するための観光を目指すモデルで
あり、そこで提供される観光商品はソーシャル・ツーリズムの直接的ターゲット層ではない一般
旅行者に提供されるものと同一であり、参加主体も特定の弱者に限定されないという特徴を有
する。このモデルについては、研究計画に定めた需要面の実態、課題を明らかにすることを目的
として、本研究の研究協力者から米国の先行研究に関する知見を得つつ、日本の家族層を対象と
するアンケート調査を最終年度に実施した。この調査で得られた 3,090 件という有効回答数は、
研究協力者が過去に米国で実施したサンプルサイズ（2,614 件）に相当するものである。調査結
果は日本においてもファミリー層の高い旅行需要が存在することを裏付けるものとなっており、
新型コロナウィルス感染症（以下「Covid-19」と表記）の影響を受けて一時的に供給過多の状態
にある観光市場にとっては需要の回復、創出に向けた希望をもたらすと同時に、マスツーリズム
やインバウンドに対する過剰依存を見直しつつファミリーツーリズム等の FIT（個人旅行）を持
続可能な形で発展させるための貴重な検討材料となることが期待される。本研究期間の満了後
も引き続き国際比較の観点から分析を鋭意進めて公表することとしている。 
第二に、「適応モデル」は経済的弱者・社会的弱者をターゲット層として特別に設計された観
光であり、特別な宿泊施設や介助サービス等の商品が特定の利用者のために特別に提供される
ものである。研究者自身、大分大学福祉科学研究センター准教授として福祉と観光の接点につい
ての研究実績を有するものであるが、本モデルの検討に当たっては、特にプライバシーに関して
慎重かつ高度な配慮が求められる研究対象であることを踏まえ、児童福祉の専門家からの知見
を得ながら慎重な検討を進めた。社会福祉法人「カリヨン子どもセンター」理事長・弁護士の坪
井節子氏を囲む勉強会（2019 年 11 月、金沢市内にて実施）における意見交換では、同弁護士か
らも、子どもシェルター等に入居する子どもに旅行の機会を提供する重要性について賛同的な
ご意見をいただいた。また、日本子ども虐待防止学会全国大会（2019 年 12 月、兵庫県）におけ
る発表等を通じて専門的な情報収集、専門家との意見交換を深めた上で、石川県内で自立援助ホ
ームを運営するＮＰＯ法人との間で、当該施設の利用者を対象とした旅行支援策について協議
を進めた。具体的な旅行プランの共有まで検討が進んだものの、Covid-19 の影響により補助期
間中の実施には至らなかったが、本研究を通じて福祉系団体等と信頼関係を構築したことから、
今後も引き続き実現に向け慎重かつ前向きな協議を進めることとしている。本モデルの試行的
実施が実現した暁には、グローバルスタンダードと言ってよい社会的弱者のためのソーシャル・
ツーリズムに向け、観光や福祉といった学問領域・専門領域を超えた横断的、総合的な新たな児
童福祉の支援方策の一助として、ひいては Covid-19 を奇貨とする観光の新たなパラダイム・シ
フトの第一歩として社会的反響を招来することが期待される。 
第三に「参加モデル」、これは経済的弱者・社会的弱者による観光活動への参加を促進するこ
とを目的とした観光を推進するものであり、大多数の個人にとっては一般的な旅行商品等を通
じてすでに楽しめるものとなっている観光体験について、主に金銭上あるいは健康上の理由に
より享受できていない特定のターゲット層に対して提供することに主眼を置くものである。こ
のモデルの実現に向け、本研究の研究協力者であるハワイパシフィック大学（Hawaii Pacific 
University）の Dr. Vince M Okada 氏のほか、ハワイ州観光局（Hawaii Tourism Authority; 
HTA）、旅行会社 JTB と協議を進め、ハワイを目的地とする 7 泊 9 日の教育観光プログラムを開
発した。本来であれば金銭上の理由によりこのような旅行に参加することが難しいと考えられ
る若者層に対して機会を提供するため、研究者が在籍する大学の学生 10 名に対し、2019 年 9 月
に当該プログラムを提供した。また、実施に当たっては、正規の授業科目に組み入れることで参
加学生に対して大学から海外研修助成金が提供されることとなった。Covid-19 の影響が懸念さ
れるにもかかわらず、本年度（2021 年 3 月実施を予定）の当該プログラムには前年度を大きく
上回る 15名が登録している（2020 年 6月 19 日時点）。プログラム開発に本研究が果たした意義
は大きく、本研究を通じた知見の蓄積や関係者間の情報交換の積み重ねがなければソーシャル・



ツーリズム促進のための支援制度の実現には至らなかったと考えられる。さらに、「参加モデル」
の本旨を踏まえつつ、将来的には当該プログラムが派生的にスピンオフし、より普遍的な内容と
して一般商品化されることとなれば、様々な社会的弱者に広く旅行の機会が提供される展開が
期待される。 
第四の「刺激モデル」では、提供する観光商品は主に受入観光地に対して経済的なメリットを
もたらすことに主眼をおくこととなる。このモデルは、いわばヒューマニズム的な観点に重きを
置く他の３つのモデルとは観点を異にしており、経済的な視点に着目するものであって供給側、
とりわけビジネスの関心を得られやすいものと考えられる。そのため、研究方法に記述したとお
り、本モデルの主たる実践的な促進手法として地域団体への情報提供や地域活動を進めた。その
結果、経済団体が主催する「第 10回金沢創造都市会議」（2019 年 12 月）に招聘され、都市の賑
わい創出に向けて若年層が滞留するまちづくりの意義について講演する機会を得た。この会議
は地元の新聞やテレビなどのメディアに大きく取り上げられるとともに、講演内容についても
広く紹介された（以下の「引用文献」⑥、⑦、⑧等。講演内容の抄録は金沢創造都市会議のホー
ムページ上でも公開されている（http://www.kanazawa-round.jp/kr2019/2019_session1.html）。
本研究がソーシャル・ツーリズム推進方策に関するケーススタディの対象としたベルギーの
Ghent（ゲント・ヘント）市が、当該会議の主催団体（金沢経済同友会）が拠点を置く石川県金
沢市と姉妹都市関係にあるということもあって、本研究に基づく海外事例調査結果の報告内容
は地元ビジネスからも大きな関心をもって受け止められ、本モデルの視点から供給側への意識
啓発に貢献したものと考えられる。 
 なお、本研究の最終成果を広く地域に還元し、特に「刺激モデル」の観点から地元経済団体の
一層の関心を喚起するためのさらなる機会として、経済団体の主催による公開シンポジウムが
本年（2020 年）5月に予定され、基調講演兼パネリストとして招聘される予定であったが、Covid-
19 の影響により延期され、スケジュールの再設定の目途が立たないまま現在に至っている。 
 今後も引き続き、本研究を通じて構築した経済団体や福祉系組織とのネットワークを活かし、
ソーシャル・ツーリズムに対する社会的関心をさらに高めるため、調査結果の分析・公表、関係
団体と連携した情報発信やイベントの開催、学生による学外教育活動等を通じ、引き続き研究成
果の社会的還元を目指すこととしている。 
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